
2025年は景気の緩やかな回復に
伴い、地価も上昇サイクルが続いた。
ただ、上昇の度合いは三大都市圏
の間で差が見られる。本稿では、
2025年基準地価（都道府県地価調
査）の結果から、三大都市圏の一つ
である名古屋圏（愛知県の大半と三
重県北部）の動向を見ていくとともに、
関連データから背景を考察する。

（１）名古屋圏は５年連続上昇も
　 上げ幅は縮小
国土交通省発表の2025年基準地
価によると、2025年7月1日時点の全国
の地価の平均変動率（以下、文中で
は変動率と記す）は、すべての用途を
含めた全用途平均で1.5％となり、4年
連続で上昇した。用途別の変動率は
住宅地が1.0％、商業地が2.8％で、と
もに4年連続で上昇した。工業地は
3.4％となった（図表1）。
三大都市圏の全用途平均の変動
率は、東京圏（5.3％）は13年連続、大
阪圏（3.4％）は4年連続、名古屋圏
（2.1％）は5年連続でそれぞれ上昇し
た。名古屋圏の用途別の変動率は
住宅地1.7％、商業地2.8％、工業地
2.5％となった。
ただ、名古屋圏の変動率は、全用

途平均・用途別ともに上昇幅が縮小
に転じ、上昇幅の拡大傾向が続く東
京圏や大阪圏と違いが見られた。三
大都市圏の変動率の推移（全用途
平均）を見ると、名古屋圏は2008年
のリーマン・ショック以降、東京圏や大
阪圏の動きとほぼ連動してきたが、
2025年は上昇基調にややブレーキ
がかかった状況となっている（図表2）。

（２）２０２５年の名古屋圏は
     不動産需給や再開発に一服感
名古屋圏の地価上昇が鈍化した
背景には、名古屋圏における住宅・
商業用不動産の需給や、都心再開
発の状況がある。
例えば、国土交通省が毎月公表し

ている「不動産価格指数」から、東京
都、大阪府、愛知県のマンション（区
分所有）の価格指数を見ると、直近
約5年間は建築費の高騰などにより
3都府県とも上昇傾向が続いている。
ただ、愛知県は2024年以降、東京都

や大阪府と比べて指数の伸びが鈍
化し、一部の月を除いて価格があま
り上昇していない（図表3）。
東京や大阪ではマンション価格が
高騰する中でも一定数の購入層が
いて、需給のバランスが比較的保た
れながら値上がりし続けているとみら
れる。一方、愛知では高値が敬遠さ
れて需要が伸びず、値上がりしきれ
ていない状況が見て取れる。
また、同じく国土交通省が公表し
た新築マンションの取引実態の調査
結果によると、名古屋圏は東京圏や
大阪圏と比べて、マンションの短期
売買や、海外に住所を置く人のマン
ション取得が取引全体に占める割合
が小さい（図表4）。投資や転売を目
的とした短期売買や、海外富裕層ら
による購入は、実需とは別にマンショ
ン価格を引き上げる要因とされてい
るが、名古屋圏ではこれらの影響が
比較的小さいことがうかがえる。
名古屋圏は、商業用不動産に関

（5.6％）で、中村区・中区（5.2％）、千
種区・緑区（3.9％）が続いた。名古屋
市以外では大府市（5.3％）が最も高
く、長久手市（5.0％）、日進市（3.7％）
が続いた（図表7）。
名古屋市内では地下鉄徒歩圏内

の地域の住宅需要が堅調で、都心部
へのアクセスが良いエリアを有する区
が上位にランクインしている。また、大
府市・長久手市・日進市は、名古屋
へのアクセスの良さだけでなく、自動
車関連企業が集積する愛知県西三
河地域への通勤も便利で、商業施設
や教育施設も比較的充実しているこ
とから子育て世代の需要が高く、名
古屋市内並みの上昇ペースが継続
している。
変動率が上位の市区町村におい

ても、上昇幅は大半が前年より縮小
しており、住宅需要全体はやや弱

まっている状況がうかがえる。一方、
昭和区（3.2％）に関しては富裕層を
中心とした住宅需要が続いており、
上昇幅が拡大した。阿久比町（3.3％）
は周辺市町と比べた地価の割安さ
が好感されており、前年とほぼ同水
準の上昇幅を維持した。
市区町村別の変動率を水準ごと

に見ると、5％以上が名古屋市中心
部と大府市・長久手市で、3％以上
が名古屋市東部の各区と日進市・阿
久比町・刈谷市・清須市となってい
る。さらに、名古屋市の東側に位置
する市町や、鉄道（JR・名鉄各線）を
利用して名古屋駅へ30分程度以内
で到達できる範囲の市町が2％以上
の変動率となっている（図表8）。
変動率の状況からは、名古屋圏

（とりわけ愛知県内）では、名古屋へ
のアクセスが良い「郊外」エリアの住

宅地人気が根強いことがうかがえる。
また、前述のようなマンション価格の
高騰が敬遠されている状況を鑑みる
と、住宅購入層の一部には、生活利
便性が高い郊外エリアで手ごろなマ
ンションや戸建てを選択する動きも
出ているとみられる。

（２）商業地：「駅近」エリアは
マンション需要と競合
続いて、名古屋圏の商業地地価

の変動率を市区町村別に見ると、名
古屋市内で最も高かったのは千種
区（7.2％）で、熱田区（6.2％）、中村
区（4.7％）が続いた。名古屋市以外
では大府市（7.7％）が最も高く、長久
手市（5.8％）、一宮市（5.7％）が続い
た（図表9）。
名古屋市内で上位にランクインし

た千種区や熱田区では、JR・地下鉄
駅周辺の「駅近」エリアを中心に、土
地の利用が主に商業用とされている

名古屋圏の２０２５年基準地価動向
―５年連続上昇も伸びは鈍化ー しても直近1～2年の動きが三大都

市圏の中ではやや弱い。例えば、東
京、大阪、名古屋の各都心部の貸室
（賃貸オフィス）面積の推移を見ると、
名古屋主要4地区（名駅（※）、伏見、
栄、丸の内）は、栄地区に「中日ビル」
が建て替え開業した2024年春以降、
横ばいが続いており、オフィスの新規
供給が限定的となっている（図表5）。
（※）名駅は名古屋駅前一帯を指す。

東京、大阪、名古屋における2025
年の再開発や大規模イベントを振り
返ると、東京では湾岸エリアの一角を
なす港区などで「高輪ゲートウェイシ
ティ」をはじめとする大規模再開発が
進み、高層複合ビルの開業が相次い
だ。大阪ではJR大阪駅北側の大型
再開発地区「グラングリーン大阪」の
南街区が開業したほか、大阪・関西
万博の開催が街全体のにぎわいに
大きく貢献した（図表6）。
名古屋でも国内最大級（最大1万
7,000人収容）を誇るアリーナ施設
「ＩＧアリーナ」が開業したり、名古屋城
近くに高級ホテルがオープンしたりす
る動きはあったが、名駅地区や栄地
区では大型ビルの開業が少なかった。
以上のように、2025年の名古屋圏

は、不動産需給や都心再開発に総じ
て一服感が見られたことが、地価の
上昇ペースにも影響したようである。

（１）住宅地：根強い「郊外」人気
次に、名古屋圏の住宅地地価の
変動率を市区町村別に見ると、名古
屋市内で最も高かったのは熱田区
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場所でもマンション開発が活発化し
ている。このため店舗需要とマンショ
ン需要との競合が見られることも地
価上昇につながっている。名古屋市
以外でも、大府市や刈谷市（5.0％）
などでは同様の競合が見られ、地価
上昇が継続している。
変動率の上昇幅は、住宅地と同
様に多くが縮小した。一方で、名鉄
一宮駅直結の複合商業施設が整備
された一宮市など、出店需要が底堅
い一部の市区は上昇幅が拡大した。
また、トップ10入りはしていないが、三
重県四日市市（2.3％）も、近鉄四日市
駅前地区の交通ターミナル整備事
業への期待感から店舗・ホテル需要
が堅調なほか、マンション需要との競
合もあり上昇幅が前年（2.0％）より
拡大した。
市区町村別の変動率を水準ご

とに見ると、名古屋市内は港・南の
2区を除く14区が3％以上となってい
るほか、名古屋市近郊で3％以上の
市町が目立つ（図表10）。2025年は
「ららぽーと安城」（安城市、4月開
業）、道の駅「マチテラス日進」（日進
市、8月開業）、「三井アウトレットパー
ク岡崎」（岡崎市、11月開業）といっ
た大型商業施設などの新規オープ

ンが相次ぎ、商業面でも郊外エリア
が注目された年だったと言えそうだ。

（３）工業地：物流拠点需要などが
地価を押し上げ
最後に、名古屋圏の工業地地価

の市区町村別変動率は、名古屋市
熱田区（6.1％）が最も高く、知立市
（5.0％）、東海市（4.4％）が続いた。
工業地は基準地がない市区町村も
あるため、全体での順位を示してい
る（図表11）。
工業地については、高速道路（IC

の設置を含む）やバイパス道路の整
備といった交通利便性の向上のほ
か、近年は物流拠点需要などが地
価の押し上げ要因となっている。変
動率が上位の市区は、中小を含めた
工場が集積する地域や、名古屋港
の沿岸地域のほか、マンションや店
舗への転換が進む地域も一部ランク
インしている。豊田市（3.0％）は、トヨ
タ自動車が市内に新たな車両組み
立て工場を建設する計画を公表し
たこともあり、上昇幅が拡大した。

2025年の名古屋圏は、不動産需
給や都心再開発の動きに一服感が
見られ、地価の上昇ペースが鈍化し
た。しかしながら、2026年は名古屋
市中心部の再開発が大きく進展する
ことなどから、地価上昇が再び強まる
可能性がある。
名古屋市の栄地区では、地下鉄
栄駅直結の新たな高層複合ビル
「ザ・ランドマーク名古屋栄」と、高層

オフィスビル「栄トリッドスクエア」が
2026年春から夏にかけて完成・開
業する。地下鉄久屋大通駅前のセン
トラルパークアネックス・桜錦ビル跡
地の再開発ビルも2026年中に完成
予定で、栄地区ではオフィスの大量
供給が見込まれる。ザ・ランドマーク
名古屋栄には商業施設、シネマコン
プレックス、米ヒルトン系高級ホテル
「コンラッド名古屋」も入り、街のにぎ
わい創出が期待されている。
一方、名駅地区では、2026年度か

ら本格化する予定であった名古屋
鉄道などによる大規模再開発計画
について、工期の見直しが発表され
た。複数のビルを高さ170ｍ級の2棟
の新ビルに建て替える計画であるが、
現ビルの解体や新ビルの着工・完成
時期がすべて未定となった。名鉄は
今後、米ハイアット系高級ホテル「ア
ンダーズ」の新ビルへの入居や、名鉄
名古屋駅の拡張を含む計画全体の
再検証と見直しを行うとしている。
ただ、リニア中央新幹線の工事は
進んでいることから、名古屋駅の西
側エリアなどでは、リニア開通を見越
したオフィスビルやマンション開発が
活発化している。名駅地区全体で見
れば、今後も土地利用の高度化の
動きが続くと見込まれる。
名古屋市以外でも岡崎市などで
駅前再開発が進んでおり、地価の押
し上げ要因となることが考えられる。
圏内の交通利便性のさらなる向上、
地域経済の成長を支える自動車産
業の動向なども地価に影響する要
素であり、今後が注目される。

出所：国土交通省「都道府県地価調査」よりOKB総研にて作成
（＊1）各年7月1日時点。平均変動率は前年から継続している地点（継続地点）ごとの価格の前年比変動率を合計して継続地点数で割ったもの
（図表2以降も同じ）。  （＊2）平均価格は地点ごとの1㎡当たりの価格を合計して総地点数で割ったもの。

出所：国土交通省「都道府県地価調査」よりOKB総研にて作成

平均変動率の推移（全用途平均）図表2

全国および三大都市圏の基準地価の平均変動率と平均価格図表1
出所：国土交通省報道発表資料（2025年11月25日）よりOKB総研にて作成
（＊）東京都心6区は千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、渋谷区。   
 

新築マンションの取引実態（国土交通省による調査結果）図表4
・国土交通省が法務省から不動産登記情報の提供を受けて、新築マンションの売買による保存登記全体に占める割合を算出
①短期売買（保存登記から1年以内に移転登記された物件）の割合 ②海外に住所がある者による取得の割合
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出所：国土交通省「不動産価格指数」よりOKB総研にて作成
（＊）2025年6～8月は速報値。

マンション（区分所有）の不動産価格指数の推移　※季節調整値図表3
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出所：三鬼商事資料よりOKB総研にて作成
（＊）三鬼商事の資料をもとに、2020年1月の貸室面積を100として指数化した。各地区の範囲は下記の三鬼商事定義による。
・東京都心5区：千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区。
・大阪主要6地区：大阪市の梅田地区、南森町地区、淀屋橋・本町地区、船場地区、心斎橋・難波地区、新大阪地区。
・名古屋主要4地区：名古屋市の名駅地区、伏見地区、栄地区、丸の内地区。

貸室面積の推移図表5
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2025年は景気の緩やかな回復に
伴い、地価も上昇サイクルが続いた。
ただ、上昇の度合いは三大都市圏
の間で差が見られる。本稿では、
2025年基準地価（都道府県地価調
査）の結果から、三大都市圏の一つ
である名古屋圏（愛知県の大半と三
重県北部）の動向を見ていくとともに、
関連データから背景を考察する。

（１）名古屋圏は５年連続上昇も
　 上げ幅は縮小
国土交通省発表の2025年基準地
価によると、2025年7月1日時点の全国
の地価の平均変動率（以下、文中で
は変動率と記す）は、すべての用途を
含めた全用途平均で1.5％となり、4年
連続で上昇した。用途別の変動率は
住宅地が1.0％、商業地が2.8％で、と
もに4年連続で上昇した。工業地は
3.4％となった（図表1）。
三大都市圏の全用途平均の変動
率は、東京圏（5.3％）は13年連続、大
阪圏（3.4％）は4年連続、名古屋圏
（2.1％）は5年連続でそれぞれ上昇し
た。名古屋圏の用途別の変動率は
住宅地1.7％、商業地2.8％、工業地
2.5％となった。
ただ、名古屋圏の変動率は、全用

途平均・用途別ともに上昇幅が縮小
に転じ、上昇幅の拡大傾向が続く東
京圏や大阪圏と違いが見られた。三
大都市圏の変動率の推移（全用途
平均）を見ると、名古屋圏は2008年
のリーマン・ショック以降、東京圏や大
阪圏の動きとほぼ連動してきたが、
2025年は上昇基調にややブレーキ
がかかった状況となっている（図表2）。

（２）２０２５年の名古屋圏は
     不動産需給や再開発に一服感
名古屋圏の地価上昇が鈍化した
背景には、名古屋圏における住宅・
商業用不動産の需給や、都心再開
発の状況がある。
例えば、国土交通省が毎月公表し

ている「不動産価格指数」から、東京
都、大阪府、愛知県のマンション（区
分所有）の価格指数を見ると、直近
約5年間は建築費の高騰などにより
3都府県とも上昇傾向が続いている。
ただ、愛知県は2024年以降、東京都

や大阪府と比べて指数の伸びが鈍
化し、一部の月を除いて価格があま
り上昇していない（図表3）。
東京や大阪ではマンション価格が
高騰する中でも一定数の購入層が
いて、需給のバランスが比較的保た
れながら値上がりし続けているとみら
れる。一方、愛知では高値が敬遠さ
れて需要が伸びず、値上がりしきれ
ていない状況が見て取れる。
また、同じく国土交通省が公表し
た新築マンションの取引実態の調査
結果によると、名古屋圏は東京圏や
大阪圏と比べて、マンションの短期
売買や、海外に住所を置く人のマン
ション取得が取引全体に占める割合
が小さい（図表4）。投資や転売を目
的とした短期売買や、海外富裕層ら
による購入は、実需とは別にマンショ
ン価格を引き上げる要因とされてい
るが、名古屋圏ではこれらの影響が
比較的小さいことがうかがえる。
名古屋圏は、商業用不動産に関

（5.6％）で、中村区・中区（5.2％）、千
種区・緑区（3.9％）が続いた。名古屋
市以外では大府市（5.3％）が最も高
く、長久手市（5.0％）、日進市（3.7％）
が続いた（図表7）。
名古屋市内では地下鉄徒歩圏内

の地域の住宅需要が堅調で、都心部
へのアクセスが良いエリアを有する区
が上位にランクインしている。また、大
府市・長久手市・日進市は、名古屋
へのアクセスの良さだけでなく、自動
車関連企業が集積する愛知県西三
河地域への通勤も便利で、商業施設
や教育施設も比較的充実しているこ
とから子育て世代の需要が高く、名
古屋市内並みの上昇ペースが継続
している。
変動率が上位の市区町村におい

ても、上昇幅は大半が前年より縮小
しており、住宅需要全体はやや弱

まっている状況がうかがえる。一方、
昭和区（3.2％）に関しては富裕層を
中心とした住宅需要が続いており、
上昇幅が拡大した。阿久比町（3.3％）
は周辺市町と比べた地価の割安さ
が好感されており、前年とほぼ同水
準の上昇幅を維持した。
市区町村別の変動率を水準ごと

に見ると、5％以上が名古屋市中心
部と大府市・長久手市で、3％以上
が名古屋市東部の各区と日進市・阿
久比町・刈谷市・清須市となってい
る。さらに、名古屋市の東側に位置
する市町や、鉄道（JR・名鉄各線）を
利用して名古屋駅へ30分程度以内
で到達できる範囲の市町が2％以上
の変動率となっている（図表8）。
変動率の状況からは、名古屋圏

（とりわけ愛知県内）では、名古屋へ
のアクセスが良い「郊外」エリアの住

宅地人気が根強いことがうかがえる。
また、前述のようなマンション価格の
高騰が敬遠されている状況を鑑みる
と、住宅購入層の一部には、生活利
便性が高い郊外エリアで手ごろなマ
ンションや戸建てを選択する動きも
出ているとみられる。

（２）商業地：「駅近」エリアは
マンション需要と競合
続いて、名古屋圏の商業地地価

の変動率を市区町村別に見ると、名
古屋市内で最も高かったのは千種
区（7.2％）で、熱田区（6.2％）、中村
区（4.7％）が続いた。名古屋市以外
では大府市（7.7％）が最も高く、長久
手市（5.8％）、一宮市（5.7％）が続い
た（図表9）。
名古屋市内で上位にランクインし

た千種区や熱田区では、JR・地下鉄
駅周辺の「駅近」エリアを中心に、土
地の利用が主に商業用とされている

名古屋圏の２０２５年基準地価動向
―５年連続上昇も伸びは鈍化ー しても直近1～2年の動きが三大都

市圏の中ではやや弱い。例えば、東
京、大阪、名古屋の各都心部の貸室
（賃貸オフィス）面積の推移を見ると、
名古屋主要4地区（名駅（※）、伏見、
栄、丸の内）は、栄地区に「中日ビル」
が建て替え開業した2024年春以降、
横ばいが続いており、オフィスの新規
供給が限定的となっている（図表5）。
（※）名駅は名古屋駅前一帯を指す。

東京、大阪、名古屋における2025
年の再開発や大規模イベントを振り
返ると、東京では湾岸エリアの一角を
なす港区などで「高輪ゲートウェイシ
ティ」をはじめとする大規模再開発が
進み、高層複合ビルの開業が相次い
だ。大阪ではJR大阪駅北側の大型
再開発地区「グラングリーン大阪」の
南街区が開業したほか、大阪・関西
万博の開催が街全体のにぎわいに
大きく貢献した（図表6）。
名古屋でも国内最大級（最大1万
7,000人収容）を誇るアリーナ施設
「ＩＧアリーナ」が開業したり、名古屋城
近くに高級ホテルがオープンしたりす
る動きはあったが、名駅地区や栄地
区では大型ビルの開業が少なかった。
以上のように、2025年の名古屋圏

は、不動産需給や都心再開発に総じ
て一服感が見られたことが、地価の
上昇ペースにも影響したようである。

（１）住宅地：根強い「郊外」人気
次に、名古屋圏の住宅地地価の
変動率を市区町村別に見ると、名古
屋市内で最も高かったのは熱田区

はじめにはじめに1

基準地価の
三大都市圏比較2

名古屋圏の
市区町村別地価動向3

場所でもマンション開発が活発化し
ている。このため店舗需要とマンショ
ン需要との競合が見られることも地
価上昇につながっている。名古屋市
以外でも、大府市や刈谷市（5.0％）
などでは同様の競合が見られ、地価
上昇が継続している。
変動率の上昇幅は、住宅地と同
様に多くが縮小した。一方で、名鉄
一宮駅直結の複合商業施設が整備
された一宮市など、出店需要が底堅
い一部の市区は上昇幅が拡大した。
また、トップ10入りはしていないが、三
重県四日市市（2.3％）も、近鉄四日市
駅前地区の交通ターミナル整備事
業への期待感から店舗・ホテル需要
が堅調なほか、マンション需要との競
合もあり上昇幅が前年（2.0％）より
拡大した。
市区町村別の変動率を水準ご

とに見ると、名古屋市内は港・南の
2区を除く14区が3％以上となってい
るほか、名古屋市近郊で3％以上の
市町が目立つ（図表10）。2025年は
「ららぽーと安城」（安城市、4月開
業）、道の駅「マチテラス日進」（日進
市、8月開業）、「三井アウトレットパー
ク岡崎」（岡崎市、11月開業）といっ
た大型商業施設などの新規オープ

ンが相次ぎ、商業面でも郊外エリア
が注目された年だったと言えそうだ。

（３）工業地：物流拠点需要などが
地価を押し上げ
最後に、名古屋圏の工業地地価

の市区町村別変動率は、名古屋市
熱田区（6.1％）が最も高く、知立市
（5.0％）、東海市（4.4％）が続いた。
工業地は基準地がない市区町村も
あるため、全体での順位を示してい
る（図表11）。
工業地については、高速道路（IC

の設置を含む）やバイパス道路の整
備といった交通利便性の向上のほ
か、近年は物流拠点需要などが地
価の押し上げ要因となっている。変
動率が上位の市区は、中小を含めた
工場が集積する地域や、名古屋港
の沿岸地域のほか、マンションや店
舗への転換が進む地域も一部ランク
インしている。豊田市（3.0％）は、トヨ
タ自動車が市内に新たな車両組み
立て工場を建設する計画を公表し
たこともあり、上昇幅が拡大した。

2025年の名古屋圏は、不動産需
給や都心再開発の動きに一服感が
見られ、地価の上昇ペースが鈍化し
た。しかしながら、2026年は名古屋
市中心部の再開発が大きく進展する
ことなどから、地価上昇が再び強まる
可能性がある。
名古屋市の栄地区では、地下鉄
栄駅直結の新たな高層複合ビル
「ザ・ランドマーク名古屋栄」と、高層

オフィスビル「栄トリッドスクエア」が
2026年春から夏にかけて完成・開
業する。地下鉄久屋大通駅前のセン
トラルパークアネックス・桜錦ビル跡
地の再開発ビルも2026年中に完成
予定で、栄地区ではオフィスの大量
供給が見込まれる。ザ・ランドマーク
名古屋栄には商業施設、シネマコン
プレックス、米ヒルトン系高級ホテル
「コンラッド名古屋」も入り、街のにぎ
わい創出が期待されている。
一方、名駅地区では、2026年度か

ら本格化する予定であった名古屋
鉄道などによる大規模再開発計画
について、工期の見直しが発表され
た。複数のビルを高さ170ｍ級の2棟
の新ビルに建て替える計画であるが、
現ビルの解体や新ビルの着工・完成
時期がすべて未定となった。名鉄は
今後、米ハイアット系高級ホテル「ア
ンダーズ」の新ビルへの入居や、名鉄
名古屋駅の拡張を含む計画全体の
再検証と見直しを行うとしている。
ただ、リニア中央新幹線の工事は
進んでいることから、名古屋駅の西
側エリアなどでは、リニア開通を見越
したオフィスビルやマンション開発が
活発化している。名駅地区全体で見
れば、今後も土地利用の高度化の
動きが続くと見込まれる。
名古屋市以外でも岡崎市などで
駅前再開発が進んでおり、地価の押
し上げ要因となることが考えられる。
圏内の交通利便性のさらなる向上、
地域経済の成長を支える自動車産
業の動向なども地価に影響する要
素であり、今後が注目される。

出所：国土交通省「都道府県地価調査」よりOKB総研にて作成
（＊1）各年7月1日時点。平均変動率は前年から継続している地点（継続地点）ごとの価格の前年比変動率を合計して継続地点数で割ったもの
（図表2以降も同じ）。  （＊2）平均価格は地点ごとの1㎡当たりの価格を合計して総地点数で割ったもの。

出所：国土交通省「都道府県地価調査」よりOKB総研にて作成

平均変動率の推移（全用途平均）図表2

全国および三大都市圏の基準地価の平均変動率と平均価格図表1
出所：国土交通省報道発表資料（2025年11月25日）よりOKB総研にて作成
（＊）東京都心6区は千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、渋谷区。   
 

新築マンションの取引実態（国土交通省による調査結果）図表4
・国土交通省が法務省から不動産登記情報の提供を受けて、新築マンションの売買による保存登記全体に占める割合を算出
①短期売買（保存登記から1年以内に移転登記された物件）の割合 ②海外に住所がある者による取得の割合
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出所：国土交通省「不動産価格指数」よりOKB総研にて作成
（＊）2025年6～8月は速報値。

マンション（区分所有）の不動産価格指数の推移　※季節調整値図表3
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出所：三鬼商事資料よりOKB総研にて作成
（＊）三鬼商事の資料をもとに、2020年1月の貸室面積を100として指数化した。各地区の範囲は下記の三鬼商事定義による。
・東京都心5区：千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区。
・大阪主要6地区：大阪市の梅田地区、南森町地区、淀屋橋・本町地区、船場地区、心斎橋・難波地区、新大阪地区。
・名古屋主要4地区：名古屋市の名駅地区、伏見地区、栄地区、丸の内地区。

貸室面積の推移図表5
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2025年は景気の緩やかな回復に
伴い、地価も上昇サイクルが続いた。
ただ、上昇の度合いは三大都市圏
の間で差が見られる。本稿では、
2025年基準地価（都道府県地価調
査）の結果から、三大都市圏の一つ
である名古屋圏（愛知県の大半と三
重県北部）の動向を見ていくとともに、
関連データから背景を考察する。

（１）名古屋圏は５年連続上昇も
　 上げ幅は縮小
国土交通省発表の2025年基準地
価によると、2025年7月1日時点の全国
の地価の平均変動率（以下、文中で
は変動率と記す）は、すべての用途を
含めた全用途平均で1.5％となり、4年
連続で上昇した。用途別の変動率は
住宅地が1.0％、商業地が2.8％で、と
もに4年連続で上昇した。工業地は
3.4％となった（図表1）。
三大都市圏の全用途平均の変動
率は、東京圏（5.3％）は13年連続、大
阪圏（3.4％）は4年連続、名古屋圏
（2.1％）は5年連続でそれぞれ上昇し
た。名古屋圏の用途別の変動率は
住宅地1.7％、商業地2.8％、工業地
2.5％となった。
ただ、名古屋圏の変動率は、全用

途平均・用途別ともに上昇幅が縮小
に転じ、上昇幅の拡大傾向が続く東
京圏や大阪圏と違いが見られた。三
大都市圏の変動率の推移（全用途
平均）を見ると、名古屋圏は2008年
のリーマン・ショック以降、東京圏や大
阪圏の動きとほぼ連動してきたが、
2025年は上昇基調にややブレーキ
がかかった状況となっている（図表2）。

（２）２０２５年の名古屋圏は
     不動産需給や再開発に一服感
名古屋圏の地価上昇が鈍化した
背景には、名古屋圏における住宅・
商業用不動産の需給や、都心再開
発の状況がある。
例えば、国土交通省が毎月公表し

ている「不動産価格指数」から、東京
都、大阪府、愛知県のマンション（区
分所有）の価格指数を見ると、直近
約5年間は建築費の高騰などにより
3都府県とも上昇傾向が続いている。
ただ、愛知県は2024年以降、東京都

や大阪府と比べて指数の伸びが鈍
化し、一部の月を除いて価格があま
り上昇していない（図表3）。
東京や大阪ではマンション価格が
高騰する中でも一定数の購入層が
いて、需給のバランスが比較的保た
れながら値上がりし続けているとみら
れる。一方、愛知では高値が敬遠さ
れて需要が伸びず、値上がりしきれ
ていない状況が見て取れる。
また、国交省が今年11月に公表し
た新築マンションの取引実態の調査
結果によると、名古屋圏は東京圏や
大阪圏と比べて、マンションの短期
売買や、海外に住所を置く人のマン
ション取得が取引全体に占める割合
が小さい（図表4）。投資や転売を目
的とした短期売買や、海外富裕層ら
による購入は、実需とは別にマンショ
ン価格を引き上げる要因とされてい
るが、名古屋圏ではこれらの影響が
比較的小さいことがうかがえる。
名古屋圏は、商業用不動産に関

（5.6％）で、中村区・中区（5.2％）、千
種区・緑区（3.9％）が続いた。名古屋
市以外では大府市（5.3％）が最も高
く、長久手市（5.0％）、日進市（3.7％）
が続いた（図表7）。
名古屋市内では地下鉄徒歩圏内

の地域の住宅需要が堅調で、都心部
へのアクセスが良いエリアを有する区
が上位にランクインしている。また、大
府市・長久手市・日進市は、名古屋
へのアクセスの良さだけでなく、自動
車関連企業が集積する愛知県西三
河地域への通勤も便利で、商業施設
や教育施設も比較的充実しているこ
とから子育て世代の需要が高く、名
古屋市内並みの上昇ペースが継続
している。
変動率が上位の市区町村におい

ても、上昇幅は大半が前年より縮小
しており、住宅需要全体はやや弱

まっている状況がうかがえる。一方、
昭和区（3.2％）に関しては富裕層を
中心とした住宅需要が続いており、
上昇幅が拡大した。阿久比町（3.3％）
は周辺市町と比べた地価の割安さ
が好感されており、前年とほぼ同水
準の上昇幅を維持した。
市区町村別の変動率を水準ごと

に見ると、5％以上が名古屋市中心
部と大府市・長久手市で、3％以上
が名古屋市東部の各区と日進市・阿
久比町・刈谷市・清須市となってい
る。さらに、名古屋市の東側に位置
する市町や、鉄道（JR・名鉄各線）を
利用して名古屋駅へ30分程度以内
で到達できる範囲の市町が2％以上
の変動率となっている（図表8）。
変動率の状況からは、名古屋圏

（とりわけ愛知県内）では、名古屋へ
のアクセスが良い「郊外」エリアの住

宅地人気が根強いことがうかがえる。
また、前述のようなマンション価格の
高騰が敬遠されている状況を鑑みる
と、住宅購入層の一部には、生活利
便性が高い郊外エリアで手ごろなマ
ンションや戸建てを選択する動きも
出ているとみられる。

（２）商業地：「駅近」エリアは
マンション需要と競合
続いて、名古屋圏の商業地地価

の変動率を市区町村別に見ると、名
古屋市内で最も高かったのは千種
区（7.2％）で、熱田区（6.2％）、中村
区（4.7％）が続いた。名古屋市以外
では大府市（7.7％）が最も高く、長久
手市（5.8％）、一宮市（5.7％）が続い
た（図表9）。
名古屋市内で上位にランクインし

た千種区や熱田区では、JR・地下鉄
駅周辺の「駅近」エリアを中心に、土
地の利用が主に商業用とされている

しても直近1～2年の動きが三大都
市圏の中ではやや弱い。例えば、東
京、大阪、名古屋の各都心部の貸室
（賃貸オフィス）面積の推移を見ると、
名古屋主要4地区（名駅（※）、伏見、
栄、丸の内）は、栄地区に「中日ビル」
が建て替え開業した2024年春以降、
横ばいが続いており、オフィスの新規
供給が限定的となっている（図表5）。
（※）名駅は名古屋駅前一帯を指す。

東京、大阪、名古屋における2025
年の再開発や大規模イベントを振り
返ると、東京では湾岸エリアの一角を
なす港区などで「高輪ゲートウェイシ
ティ」をはじめとする大規模再開発が
進み、高層複合ビルの開業が相次い
だ。大阪ではJR大阪駅北側の大型
再開発地区「グラングリーン大阪」の
南街区が開業したほか、大阪・関西
万博の開催が街全体のにぎわいに
大きく貢献した（図表6）。
名古屋でも国内最大級（最大1万
7,000人収容）を誇るアリーナ施設
「ＩＧアリーナ」が開業したり、名古屋城
近くに高級ホテルがオープンしたりす
る動きはあったが、名駅地区や栄地
区では大型ビルの開業が少なかった。
以上のように、2025年の名古屋圏

は、不動産需給や都心再開発に総じ
て一服感が見られたことが、地価の
上昇ペースにも影響したようである。

（１）住宅地：根強い「郊外」人気
次に、名古屋圏の住宅地地価の
変動率を市区町村別に見ると、名古
屋市内で最も高かったのは熱田区

場所でもマンション開発が活発化し
ている。このため店舗需要とマンショ
ン需要との競合が見られることも地
価上昇につながっている。名古屋市
以外でも、大府市や刈谷市（5.0％）
などでは同様の競合が見られ、地価
上昇が継続している。
変動率の上昇幅は、住宅地と同
様に多くが縮小した。一方で、名鉄
一宮駅直結の複合商業施設が整備
された一宮市など、出店需要が底堅
い一部の市区は上昇幅が拡大した。
また、トップ10入りはしていないが、三
重県四日市市（2.3％）も、近鉄四日市
駅前地区の交通ターミナル整備事
業への期待感から店舗・ホテル需要
が堅調なほか、マンション需要との競
合もあり上昇幅が前年（2.0％）より
拡大した。
市区町村別の変動率を水準ご

とに見ると、名古屋市内は港・南の
2区を除く14区が3％以上となってい
るほか、名古屋市近郊で3％以上の
市町が目立つ（図表10）。2025年は
「ららぽーと安城」（安城市、4月開
業）、道の駅「マチテラス日進」（日進
市、8月開業）、「三井アウトレットパー
ク岡崎」（岡崎市、11月開業）といっ
た大型商業施設などの新規オープ

ンが相次ぎ、商業面でも郊外エリア
が注目された年だったと言えそうだ。

（３）工業地：物流拠点需要などが
地価を押し上げ
最後に、名古屋圏の工業地地価

の市区町村別変動率は、名古屋市
熱田区（6.1％）が最も高く、知立市
（5.0％）、東海市（4.4％）が続いた。
工業地は基準地がない市区町村も
あるため、全体での順位を示してい
る（図表11）。
工業地については、高速道路（IC

の設置を含む）やバイパス道路の整
備といった交通利便性の向上のほ
か、近年は物流拠点需要などが地
価の押し上げ要因となっている。変
動率が上位の市区は、中小を含めた
工場が集積する地域や、名古屋港
の沿岸地域のほか、マンションや店
舗への転換が進む地域も一部ランク
インしている。豊田市（3.0％）は、トヨ
タ自動車が市内に新たな車両組み
立て工場を建設する計画を公表し
たこともあり、上昇幅が拡大した。

2025年の名古屋圏は、不動産需
給や都心再開発の動きに一服感が
見られ、地価の上昇ペースが鈍化し
た。しかしながら、2026年は名古屋
市中心部の再開発が大きく進展する
ことなどから、地価上昇が再び強まる
可能性がある。
名古屋市の栄地区では、地下鉄
栄駅直結の新たな高層複合ビル
「ザ・ランドマーク名古屋栄」と、高層

オフィスビル「栄トリッドスクエア」が
2026年春から夏にかけて完成・開
業する。地下鉄久屋大通駅前のセン
トラルパークアネックス・桜錦ビル跡
地の再開発ビルも2026年中に完成
予定で、栄地区ではオフィスの大量
供給が見込まれる。ザ・ランドマーク
名古屋栄には商業施設、シネマコン
プレックス、米ヒルトン系高級ホテル
「コンラッド名古屋」も入り、街のにぎ
わい創出が期待されている。
一方、名駅地区では、2026年度か

ら本格化する予定であった名古屋
鉄道などによる大規模再開発計画
について、工期の見直しが発表され
た。複数のビルを高さ170ｍ級の2棟
の新ビルに建て替える計画であるが、
現ビルの解体や新ビルの着工・完成
時期がすべて未定となった。名鉄は
今後、米ハイアット系高級ホテル「ア
ンダーズ」の新ビルへの入居や、名鉄
名古屋駅の拡張を含む計画全体の
再検証と見直しを行うとしている。
ただ、リニア中央新幹線の工事は
進んでいることから、名古屋駅の西
側エリアなどでは、リニア開通を見越
したオフィスビルやマンション開発が
活発化している。名駅地区全体で見
れば、今後も土地利用の高度化の
動きが続くと見込まれる。
名古屋市以外でも岡崎市などで
駅前再開発が進んでおり、地価の押
し上げ要因となることが考えられる。
圏内の交通利便性のさらなる向上、
地域経済の成長を支える自動車産
業の動向なども地価に影響する要
素であり、今後が注目される。

出所：国土交通省「都道府県地価調査」よりOKB総研にて作成

出所：各再開発計画・施設・イベントの報道発表資料などよりOKB総研にて作成

市区町村別平均変動率ランキング（名古屋圏の商業地、2025年）図表9

千種区
熱田区
中村区
昭和区
守山区
東区
瑞穂区
中区
中川区
天白区

順 位
1
2
3
4
5

6

8
9
10

平均変動率（％）区名
7.2（12.6）
6.2（10.2）
4.7（7.8）
4.6（5.2）
4.3（4.0）
4.2（6.3）
4.2（4.2）
3.9（5.7）
3.8（4.3）
3.7（3.7）

平均変動率（％）市町村名
7.7（10.0）
5.8（3.0）
5.7（5.6）
5.0（7.9）
4.3（9.6）
4.1（1.6）
3.7（4.3）
3.5（6.6）
3.5（4.2）
3.4（3.9）

順 位
1
2
3
4
5
6
7

8

10

名古屋市 名古屋市以外の市町村

大府市
長久手市
一宮市
刈谷市
知立市
清須市
東浦町
安城市
日進市
春日井市

出所：国土交通省「都道府県地価調査」よりOKB総研にて作成
（＊）平均変動率が小数点第1位まで同率の自治体は同順位とし、

上位10位まで示した。カッコ内は前年実績（図表9、11も同じ）。

市区町村別平均変動率ランキング（名古屋圏の住宅地、2025年）図表7

市区町村別平均変動率の状況
（名古屋圏の住宅地、2025年）

図表8

東京、大阪、名古屋の2025年の主な再開発・大規模イベントなどの動き図表6

熱田区
中村区
中区
千種区
緑区
東区
昭和区
天白区
瑞穂区
守山区
名東区

順 位
1

2

4

6
7
8

9

平均変動率（％）区名
5.6（8.3）
5.2（8.7）
5.2（6.3）
3.9（7.7）
3.9（4.5）
3.3（4.5）
3.2（2.4）
3.1（4.4）
3.0（3.7）
3.0（4.4）
3.0（3.8）

平均変動率（％）市町村名
5.3（8.5）
5.0（6.3）
3.7（5.2）
3.3（3.4）
3.2（5.0）
3.2（3.3）
2.8（3.2）
2.8（4.2）
2.7（3.1）
2.6（1.0）

順 位
1
2
3
4

5

7

9
10

名古屋市 名古屋市以外の市町村

大府市
長久手市
日進市
阿久比町
刈谷市
清須市
一宮市
豊明市
春日井市
常滑市

JR浜松町駅（港区）近くの再開発ツインタワー「ブルーフロント芝浦」の1棟目完成
→高層階に仏アコーの高級ホテル「フェアモント東京」が開業（7月）
JR高輪ゲートウェイ駅（港区）隣接の再開発街区「高輪ゲートウェイシティ」まちびらき
→高層ビル2棟が先行開業。うち1棟内に「JWマリオット・ホテル東京」が開業（10月）
国立競技場（新宿区）で陸上競技の世界選手権東京大会（世界陸上）が開催
赤坂エリア（港区）の再開発街区「東京ワールドゲート赤坂」内に「赤坂トラストタワー」完成
→高層階に米スターウッド・ホテルズの高級ホテル「1 Hotel Tokyo」が開業予定

JR大阪駅（北区）北側の大型再開発地区「グラングリーン大阪」南街区開業
→街区内に米ヒルトンの最上級ホテル「ウォルドーフ・アストリア大阪」が開業（4月）
大阪湾の人工島「夢洲（ゆめしま）」（此花区）で大阪・関西万博開催
シンガポール系カペラホテルグループの高級ホテル「パティーナ大阪」（中央区）が開業
京阪・地下鉄淀屋橋駅（中央区）直結の高層再開発ビル「淀屋橋ステーションワン」開業

港区の再開発地区「みなとアクルス」内にライブハウス型ホール「COMTEC PORTBASE」開業
愛知県新体育館「IGアリーナ」（北区）が開業。こけら落としは大相撲名古屋場所
興和グループが展開する最高級ホテル「エスパシオ ナゴヤキャッスル」（西区）が開業

2月

3月

9月

10月

3月

4～10月
5月
6月

3月
7月
10月

東京

大阪

名古屋

5％以上

3～5％未満

2～3％未満

1～2％未満

0～1％未満

0％未満（マイナス）

市区町村別平均変動率の状況
（名古屋圏の商業地、2025年）

図表10

5％以上

3～5％未満

2～3％未満

1～2％未満

0～1％未満

0％未満（マイナス）

※三重県東員町は
　商業地の調査地点なし
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出所：国土交通省「令和7年都道府県地価調査」よりOKB総研にて作成 出所：国土交通省「令和7年都道府県地価調査」よりOKB総研にて作成
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2025年は景気の緩やかな回復に
伴い、地価も上昇サイクルが続いた。
ただ、上昇の度合いは三大都市圏
の間で差が見られる。本稿では、
2025年基準地価（都道府県地価調
査）の結果から、三大都市圏の一つ
である名古屋圏（愛知県の大半と三
重県北部）の動向を見ていくとともに、
関連データから背景を考察する。

（１）名古屋圏は５年連続上昇も
　 上げ幅は縮小
国土交通省発表の2025年基準地
価によると、2025年7月1日時点の全国
の地価の平均変動率（以下、文中で
は変動率と記す）は、すべての用途を
含めた全用途平均で1.5％となり、4年
連続で上昇した。用途別の変動率は
住宅地が1.0％、商業地が2.8％で、と
もに4年連続で上昇した。工業地は
3.4％となった（図表1）。
三大都市圏の全用途平均の変動
率は、東京圏（5.3％）は13年連続、大
阪圏（3.4％）は4年連続、名古屋圏
（2.1％）は5年連続でそれぞれ上昇し
た。名古屋圏の用途別の変動率は
住宅地1.7％、商業地2.8％、工業地
2.5％となった。
ただ、名古屋圏の変動率は、全用

途平均・用途別ともに上昇幅が縮小
に転じ、上昇幅の拡大傾向が続く東
京圏や大阪圏と違いが見られた。三
大都市圏の変動率の推移（全用途
平均）を見ると、名古屋圏は2008年
のリーマン・ショック以降、東京圏や大
阪圏の動きとほぼ連動してきたが、
2025年は上昇基調にややブレーキ
がかかった状況となっている（図表2）。

（２）２０２５年の名古屋圏は
     不動産需給や再開発に一服感
名古屋圏の地価上昇が鈍化した
背景には、名古屋圏における住宅・
商業用不動産の需給や、都心再開
発の状況がある。
例えば、国土交通省が毎月公表し

ている「不動産価格指数」から、東京
都、大阪府、愛知県のマンション（区
分所有）の価格指数を見ると、直近
約5年間は建築費の高騰などにより
3都府県とも上昇傾向が続いている。
ただ、愛知県は2024年以降、東京都

や大阪府と比べて指数の伸びが鈍
化し、一部の月を除いて価格があま
り上昇していない（図表3）。
東京や大阪ではマンション価格が
高騰する中でも一定数の購入層が
いて、需給のバランスが比較的保た
れながら値上がりし続けているとみら
れる。一方、愛知では高値が敬遠さ
れて需要が伸びず、値上がりしきれ
ていない状況が見て取れる。
また、国交省が今年11月に公表し
た新築マンションの取引実態の調査
結果によると、名古屋圏は東京圏や
大阪圏と比べて、マンションの短期
売買や、海外に住所を置く人のマン
ション取得が取引全体に占める割合
が小さい（図表4）。投資や転売を目
的とした短期売買や、海外富裕層ら
による購入は、実需とは別にマンショ
ン価格を引き上げる要因とされてい
るが、名古屋圏ではこれらの影響が
比較的小さいことがうかがえる。
名古屋圏は、商業用不動産に関

（5.6％）で、中村区・中区（5.2％）、千
種区・緑区（3.9％）が続いた。名古屋
市以外では大府市（5.3％）が最も高
く、長久手市（5.0％）、日進市（3.7％）
が続いた（図表7）。
名古屋市内では地下鉄徒歩圏内

の地域の住宅需要が堅調で、都心部
へのアクセスが良いエリアを有する区
が上位にランクインしている。また、大
府市・長久手市・日進市は、名古屋
へのアクセスの良さだけでなく、自動
車関連企業が集積する愛知県西三
河地域への通勤も便利で、商業施設
や教育施設も比較的充実しているこ
とから子育て世代の需要が高く、名
古屋市内並みの上昇ペースが継続
している。
変動率が上位の市区町村におい

ても、上昇幅は大半が前年より縮小
しており、住宅需要全体はやや弱

まっている状況がうかがえる。一方、
昭和区（3.2％）に関しては富裕層を
中心とした住宅需要が続いており、
上昇幅が拡大した。阿久比町（3.3％）
は周辺市町と比べた地価の割安さ
が好感されており、前年とほぼ同水
準の上昇幅を維持した。
市区町村別の変動率を水準ごと

に見ると、5％以上が名古屋市中心
部と大府市・長久手市で、3％以上
が名古屋市東部の各区と日進市・阿
久比町・刈谷市・清須市となってい
る。さらに、名古屋市の東側に位置
する市町や、鉄道（JR・名鉄各線）を
利用して名古屋駅へ30分程度以内
で到達できる範囲の市町が2％以上
の変動率となっている（図表8）。
変動率の状況からは、名古屋圏

（とりわけ愛知県内）では、名古屋へ
のアクセスが良い「郊外」エリアの住

宅地人気が根強いことがうかがえる。
また、前述のようなマンション価格の
高騰が敬遠されている状況を鑑みる
と、住宅購入層の一部には、生活利
便性が高い郊外エリアで手ごろなマ
ンションや戸建てを選択する動きも
出ているとみられる。

（２）商業地：「駅近」エリアは
マンション需要と競合
続いて、名古屋圏の商業地地価

の変動率を市区町村別に見ると、名
古屋市内で最も高かったのは千種
区（7.2％）で、熱田区（6.2％）、中村
区（4.7％）が続いた。名古屋市以外
では大府市（7.7％）が最も高く、長久
手市（5.8％）、一宮市（5.7％）が続い
た（図表9）。
名古屋市内で上位にランクインし

た千種区や熱田区では、JR・地下鉄
駅周辺の「駅近」エリアを中心に、土
地の利用が主に商業用とされている

しても直近1～2年の動きが三大都
市圏の中ではやや弱い。例えば、東
京、大阪、名古屋の各都心部の貸室
（賃貸オフィス）面積の推移を見ると、
名古屋主要4地区（名駅（※）、伏見、
栄、丸の内）は、栄地区に「中日ビル」
が建て替え開業した2024年春以降、
横ばいが続いており、オフィスの新規
供給が限定的となっている（図表5）。
（※）名駅は名古屋駅前一帯を指す。

東京、大阪、名古屋における2025
年の再開発や大規模イベントを振り
返ると、東京では湾岸エリアの一角を
なす港区などで「高輪ゲートウェイシ
ティ」をはじめとする大規模再開発が
進み、高層複合ビルの開業が相次い
だ。大阪ではJR大阪駅北側の大型
再開発地区「グラングリーン大阪」の
南街区が開業したほか、大阪・関西
万博の開催が街全体のにぎわいに
大きく貢献した（図表6）。
名古屋でも国内最大級（最大1万
7,000人収容）を誇るアリーナ施設
「ＩＧアリーナ」が開業したり、名古屋城
近くに高級ホテルがオープンしたりす
る動きはあったが、名駅地区や栄地
区では大型ビルの開業が少なかった。
以上のように、2025年の名古屋圏

は、不動産需給や都心再開発に総じ
て一服感が見られたことが、地価の
上昇ペースにも影響したようである。

（１）住宅地：根強い「郊外」人気
次に、名古屋圏の住宅地地価の
変動率を市区町村別に見ると、名古
屋市内で最も高かったのは熱田区

場所でもマンション開発が活発化し
ている。このため店舗需要とマンショ
ン需要との競合が見られることも地
価上昇につながっている。名古屋市
以外でも、大府市や刈谷市（5.0％）
などでは同様の競合が見られ、地価
上昇が継続している。
変動率の上昇幅は、住宅地と同
様に多くが縮小した。一方で、名鉄
一宮駅直結の複合商業施設が整備
された一宮市など、出店需要が底堅
い一部の市区は上昇幅が拡大した。
また、トップ10入りはしていないが、三
重県四日市市（2.3％）も、近鉄四日市
駅前地区の交通ターミナル整備事
業への期待感から店舗・ホテル需要
が堅調なほか、マンション需要との競
合もあり上昇幅が前年（2.0％）より
拡大した。
市区町村別の変動率を水準ご

とに見ると、名古屋市内は港・南の
2区を除く14区が3％以上となってい
るほか、名古屋市近郊で3％以上の
市町が目立つ（図表10）。2025年は
「ららぽーと安城」（安城市、4月開
業）、道の駅「マチテラス日進」（日進
市、8月開業）、「三井アウトレットパー
ク岡崎」（岡崎市、11月開業）といっ
た大型商業施設などの新規オープ

ンが相次ぎ、商業面でも郊外エリア
が注目された年だったと言えそうだ。

（３）工業地：物流拠点需要などが
地価を押し上げ
最後に、名古屋圏の工業地地価

の市区町村別変動率は、名古屋市
熱田区（6.1％）が最も高く、知立市
（5.0％）、東海市（4.4％）が続いた。
工業地は基準地がない市区町村も
あるため、全体での順位を示してい
る（図表11）。
工業地については、高速道路（IC

の設置を含む）やバイパス道路の整
備といった交通利便性の向上のほ
か、近年は物流拠点需要などが地
価の押し上げ要因となっている。変
動率が上位の市区は、中小を含めた
工場が集積する地域や、名古屋港
の沿岸地域のほか、マンションや店
舗への転換が進む地域も一部ランク
インしている。豊田市（3.0％）は、トヨ
タ自動車が市内に新たな車両組み
立て工場を建設する計画を公表し
たこともあり、上昇幅が拡大した。

2025年の名古屋圏は、不動産需
給や都心再開発の動きに一服感が
見られ、地価の上昇ペースが鈍化し
た。しかしながら、2026年は名古屋
市中心部の再開発が大きく進展する
ことなどから、地価上昇が再び強まる
可能性がある。
名古屋市の栄地区では、地下鉄
栄駅直結の新たな高層複合ビル
「ザ・ランドマーク名古屋栄」と、高層

オフィスビル「栄トリッドスクエア」が
2026年春から夏にかけて完成・開
業する。地下鉄久屋大通駅前のセン
トラルパークアネックス・桜錦ビル跡
地の再開発ビルも2026年中に完成
予定で、栄地区ではオフィスの大量
供給が見込まれる。ザ・ランドマーク
名古屋栄には商業施設、シネマコン
プレックス、米ヒルトン系高級ホテル
「コンラッド名古屋」も入り、街のにぎ
わい創出が期待されている。
一方、名駅地区では、2026年度か

ら本格化する予定であった名古屋
鉄道などによる大規模再開発計画
について、工期の見直しが発表され
た。複数のビルを高さ170ｍ級の2棟
の新ビルに建て替える計画であるが、
現ビルの解体や新ビルの着工・完成
時期がすべて未定となった。名鉄は
今後、米ハイアット系高級ホテル「ア
ンダーズ」の新ビルへの入居や、名鉄
名古屋駅の拡張を含む計画全体の
再検証と見直しを行うとしている。
ただ、リニア中央新幹線の工事は
進んでいることから、名古屋駅の西
側エリアなどでは、リニア開通を見越
したオフィスビルやマンション開発が
活発化している。名駅地区全体で見
れば、今後も土地利用の高度化の
動きが続くと見込まれる。
名古屋市以外でも岡崎市などで
駅前再開発が進んでおり、地価の押
し上げ要因となることが考えられる。
圏内の交通利便性のさらなる向上、
地域経済の成長を支える自動車産
業の動向なども地価に影響する要
素であり、今後が注目される。

出所：国土交通省「都道府県地価調査」よりOKB総研にて作成

出所：各再開発計画・施設・イベントの報道発表資料などよりOKB総研にて作成

市区町村別平均変動率ランキング（名古屋圏の商業地、2025年）図表9

千種区
熱田区
中村区
昭和区
守山区
東区
瑞穂区
中区
中川区
天白区

順 位
1
2
3
4
5

6

8
9
10

平均変動率（％）区名
7.2（12.6）
6.2（10.2）
4.7（7.8）
4.6（5.2）
4.3（4.0）
4.2（6.3）
4.2（4.2）
3.9（5.7）
3.8（4.3）
3.7（3.7）

平均変動率（％）市町村名
7.7（10.0）
5.8（3.0）
5.7（5.6）
5.0（7.9）
4.3（9.6）
4.1（1.6）
3.7（4.3）
3.5（6.6）
3.5（4.2）
3.4（3.9）

順 位
1
2
3
4
5
6
7

8

10

名古屋市 名古屋市以外の市町村

大府市
長久手市
一宮市
刈谷市
知立市
清須市
東浦町
安城市
日進市
春日井市

出所：国土交通省「都道府県地価調査」よりOKB総研にて作成
（＊）平均変動率が小数点第1位まで同率の自治体は同順位とし、

上位10位まで示した。カッコ内は前年実績（図表9、11も同じ）。

市区町村別平均変動率ランキング（名古屋圏の住宅地、2025年）図表7

市区町村別平均変動率の状況
（名古屋圏の住宅地、2025年）

図表8

東京、大阪、名古屋の2025年の主な再開発・大規模イベントなどの動き図表6

熱田区
中村区
中区
千種区
緑区
東区
昭和区
天白区
瑞穂区
守山区
名東区

順 位
1

2

4

6
7
8

9

平均変動率（％）区名
5.6（8.3）
5.2（8.7）
5.2（6.3）
3.9（7.7）
3.9（4.5）
3.3（4.5）
3.2（2.4）
3.1（4.4）
3.0（3.7）
3.0（4.4）
3.0（3.8）

平均変動率（％）市町村名
5.3（8.5）
5.0（6.3）
3.7（5.2）
3.3（3.4）
3.2（5.0）
3.2（3.3）
2.8（3.2）
2.8（4.2）
2.7（3.1）
2.6（1.0）

順 位
1
2
3
4

5

7

9
10

名古屋市 名古屋市以外の市町村

大府市
長久手市
日進市
阿久比町
刈谷市
清須市
一宮市
豊明市
春日井市
常滑市

JR浜松町駅（港区）近くの再開発ツインタワー「ブルーフロント芝浦」の1棟目完成
→高層階に仏アコーの高級ホテル「フェアモント東京」が開業（7月）
JR高輪ゲートウェイ駅（港区）隣接の再開発街区「高輪ゲートウェイシティ」まちびらき
→高層ビル2棟が先行開業。うち1棟内に「JWマリオット・ホテル東京」が開業（10月）
国立競技場（新宿区）で陸上競技の世界選手権東京大会（世界陸上）が開催
赤坂エリア（港区）の再開発街区「東京ワールドゲート赤坂」内に「赤坂トラストタワー」完成
→高層階に米スターウッド・ホテルズの高級ホテル「1 Hotel Tokyo」が開業予定

JR大阪駅（北区）北側の大型再開発地区「グラングリーン大阪」南街区開業
→街区内に米ヒルトンの最上級ホテル「ウォルドーフ・アストリア大阪」が開業（4月）
大阪湾の人工島「夢洲（ゆめしま）」（此花区）で大阪・関西万博開催
シンガポール系カペラホテルグループの高級ホテル「パティーナ大阪」（中央区）が開業
京阪・地下鉄淀屋橋駅（中央区）直結の高層再開発ビル「淀屋橋ステーションワン」開業

港区の再開発地区「みなとアクルス」内にライブハウス型ホール「COMTEC PORTBASE」開業
愛知県新体育館「IGアリーナ」（北区）が開業。こけら落としは大相撲名古屋場所
興和グループが展開する最高級ホテル「エスパシオ ナゴヤキャッスル」（西区）が開業

2月

3月

9月

10月

3月

4～10月
5月
6月

3月
7月
10月

東京

大阪

名古屋

5％以上

3～5％未満

2～3％未満

1～2％未満

0～1％未満

0％未満（マイナス）

市区町村別平均変動率の状況
（名古屋圏の商業地、2025年）

図表10

5％以上

3～5％未満

2～3％未満

1～2％未満

0～1％未満

0％未満（マイナス）

※三重県東員町は
　商業地の調査地点なし
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中川区
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西区
北区守山区

中川区
中村区
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千種区千種区東区東区
中区中区
昭和区
瑞穂区
天白区

緑区
南区

熱田区

昭和区
瑞穂区
天白区

緑区
南区

熱田区

名東区名東区
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中川区
中村区
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北区守山区
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中村区

西区
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千種区千種区東区東区
中区中区
昭和区
瑞穂区
天白区

緑区
南区

熱田区

昭和区
瑞穂区
天白区
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熱田区
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出所：国土交通省「令和7年都道府県地価調査」よりOKB総研にて作成 出所：国土交通省「令和7年都道府県地価調査」よりOKB総研にて作成
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三重県
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2025年は景気の緩やかな回復に
伴い、地価も上昇サイクルが続いた。
ただ、上昇の度合いは三大都市圏
の間で差が見られる。本稿では、
2025年基準地価（都道府県地価調
査）の結果から、三大都市圏の一つ
である名古屋圏（愛知県の大半と三
重県北部）の動向を見ていくとともに、
関連データから背景を考察する。

（１）名古屋圏は５年連続上昇も
　 上げ幅は縮小
国土交通省発表の2025年基準地
価によると、2025年7月1日時点の全国
の地価の平均変動率（以下、文中で
は変動率と記す）は、すべての用途を
含めた全用途平均で1.5％となり、4年
連続で上昇した。用途別の変動率は
住宅地が1.0％、商業地が2.8％で、と
もに4年連続で上昇した。工業地は
3.4％となった（図表1）。
三大都市圏の全用途平均の変動
率は、東京圏（5.3％）は13年連続、大
阪圏（3.4％）は4年連続、名古屋圏
（2.1％）は5年連続でそれぞれ上昇し
た。名古屋圏の用途別の変動率は
住宅地1.7％、商業地2.8％、工業地
2.5％となった。
ただ、名古屋圏の変動率は、全用

途平均・用途別ともに上昇幅が縮小
に転じ、上昇幅の拡大傾向が続く東
京圏や大阪圏と違いが見られた。三
大都市圏の変動率の推移（全用途
平均）を見ると、名古屋圏は2008年
のリーマン・ショック以降、東京圏や大
阪圏の動きとほぼ連動してきたが、
2025年は上昇基調にややブレーキ
がかかった状況となっている（図表2）。

（２）２０２５年の名古屋圏は
     不動産需給や再開発に一服感
名古屋圏の地価上昇が鈍化した
背景には、名古屋圏における住宅・
商業用不動産の需給や、都心再開
発の状況がある。
例えば、国土交通省が毎月公表し

ている「不動産価格指数」から、東京
都、大阪府、愛知県のマンション（区
分所有）の価格指数を見ると、直近
約5年間は建築費の高騰などにより
3都府県とも上昇傾向が続いている。
ただ、愛知県は2024年以降、東京都

や大阪府と比べて指数の伸びが鈍
化し、一部の月を除いて価格があま
り上昇していない（図表3）。
東京や大阪ではマンション価格が
高騰する中でも一定数の購入層が
いて、需給のバランスが比較的保た
れながら値上がりし続けているとみら
れる。一方、愛知では高値が敬遠さ
れて需要が伸びず、値上がりしきれ
ていない状況が見て取れる。
また、国交省が今年11月に公表し
た新築マンションの取引実態の調査
結果によると、名古屋圏は東京圏や
大阪圏と比べて、マンションの短期
売買や、海外に住所を置く人のマン
ション取得が取引全体に占める割合
が小さい（図表4）。投資や転売を目
的とした短期売買や、海外富裕層ら
による購入は、実需とは別にマンショ
ン価格を引き上げる要因とされてい
るが、名古屋圏ではこれらの影響が
比較的小さいことがうかがえる。
名古屋圏は、商業用不動産に関

（5.6％）で、中村区・中区（5.2％）、千
種区・緑区（3.9％）が続いた。名古屋
市以外では大府市（5.3％）が最も高
く、長久手市（5.0％）、日進市（3.7％）
が続いた（図表7）。
名古屋市内では地下鉄徒歩圏内

の地域の住宅需要が堅調で、都心部
へのアクセスが良いエリアを有する区
が上位にランクインしている。また、大
府市・長久手市・日進市は、名古屋
へのアクセスの良さだけでなく、自動
車関連企業が集積する愛知県西三
河地域への通勤も便利で、商業施設
や教育施設も比較的充実しているこ
とから子育て世代の需要が高く、名
古屋市内並みの上昇ペースが継続
している。
変動率が上位の市区町村におい

ても、上昇幅は大半が前年より縮小
しており、住宅需要全体はやや弱

まっている状況がうかがえる。一方、
昭和区（3.2％）に関しては富裕層を
中心とした住宅需要が続いており、
上昇幅が拡大した。阿久比町（3.3％）
は周辺市町と比べた地価の割安さ
が好感されており、前年とほぼ同水
準の上昇幅を維持した。
市区町村別の変動率を水準ごと

に見ると、5％以上が名古屋市中心
部と大府市・長久手市で、3％以上
が名古屋市東部の各区と日進市・阿
久比町・刈谷市・清須市となってい
る。さらに、名古屋市の東側に位置
する市町や、鉄道（JR・名鉄各線）を
利用して名古屋駅へ30分程度以内
で到達できる範囲の市町が2％以上
の変動率となっている（図表8）。
変動率の状況からは、名古屋圏

（とりわけ愛知県内）では、名古屋へ
のアクセスが良い「郊外」エリアの住

宅地人気が根強いことがうかがえる。
また、前述のようなマンション価格の
高騰が敬遠されている状況を鑑みる
と、住宅購入層の一部には、生活利
便性が高い郊外エリアで手ごろなマ
ンションや戸建てを選択する動きも
出ているとみられる。

（２）商業地：「駅近」エリアは
マンション需要と競合
続いて、名古屋圏の商業地地価

の変動率を市区町村別に見ると、名
古屋市内で最も高かったのは千種
区（7.2％）で、熱田区（6.2％）、中村
区（4.7％）が続いた。名古屋市以外
では大府市（7.7％）が最も高く、長久
手市（5.8％）、一宮市（5.7％）が続い
た（図表9）。
名古屋市内で上位にランクインし

た千種区や熱田区では、JR・地下鉄
駅周辺の「駅近」エリアを中心に、土
地の利用が主に商業用とされている

しても直近1～2年の動きが三大都
市圏の中ではやや弱い。例えば、東
京、大阪、名古屋の各都心部の貸室
（賃貸オフィス）面積の推移を見ると、
名古屋主要4地区（名駅（※）、伏見、
栄、丸の内）は、栄地区に「中日ビル」
が建て替え開業した2024年春以降、
横ばいが続いており、オフィスの新規
供給が限定的となっている（図表5）。
（※）名駅は名古屋駅前一帯を指す。

東京、大阪、名古屋における2025
年の再開発や大規模イベントを振り
返ると、東京では湾岸エリアの一角を
なす港区などで「高輪ゲートウェイシ
ティ」をはじめとする大規模再開発が
進み、高層複合ビルの開業が相次い
だ。大阪ではJR大阪駅北側の大型
再開発地区「グラングリーン大阪」の
南街区が開業したほか、大阪・関西
万博の開催が街全体のにぎわいに
大きく貢献した（図表6）。
名古屋でも国内最大級（最大1万
7,000人収容）を誇るアリーナ施設
「ＩＧアリーナ」が開業したり、名古屋城
近くに高級ホテルがオープンしたりす
る動きはあったが、名駅地区や栄地
区では大型ビルの開業が少なかった。
以上のように、2025年の名古屋圏

は、不動産需給や都心再開発に総じ
て一服感が見られたことが、地価の
上昇ペースにも影響したようである。

（１）住宅地：根強い「郊外」人気
次に、名古屋圏の住宅地地価の
変動率を市区町村別に見ると、名古
屋市内で最も高かったのは熱田区

場所でもマンション開発が活発化し
ている。このため店舗需要とマンショ
ン需要との競合が見られることも地
価上昇につながっている。名古屋市
以外でも、大府市や刈谷市（5.0％）
などでは同様の競合が見られ、地価
上昇が継続している。
変動率の上昇幅は、住宅地と同
様に多くが縮小した。一方で、名鉄
一宮駅直結の複合商業施設が整備
された一宮市など、出店需要が底堅
い一部の市区は上昇幅が拡大した。
また、トップ10入りはしていないが、三
重県四日市市（2.3％）も、近鉄四日市
駅前地区の交通ターミナル整備事
業への期待感から店舗・ホテル需要
が堅調なほか、マンション需要との競
合もあり上昇幅が前年（2.0％）より
拡大した。
市区町村別の変動率を水準ご

とに見ると、名古屋市内は港・南の
2区を除く14区が3％以上となってい
るほか、名古屋市近郊で3％以上の
市町が目立つ（図表10）。2025年は
「ららぽーと安城」（安城市、4月開
業）、道の駅「マチテラス日進」（日進
市、8月開業）、「三井アウトレットパー
ク岡崎」（岡崎市、11月開業）といっ
た大型商業施設などの新規オープ

ンが相次ぎ、商業面でも郊外エリア
が注目された年だったと言えそうだ。

（３）工業地：物流拠点需要などが
地価を押し上げ
最後に、名古屋圏の工業地地価

の市区町村別変動率は、名古屋市
熱田区（6.1％）が最も高く、知立市
（5.0％）、東海市（4.4％）が続いた。
工業地は基準地がない市区町村も
あるため、全体での順位を示してい
る（図表11）。
工業地については、高速道路（IC

の設置を含む）やバイパス道路の整
備といった交通利便性の向上のほ
か、近年は物流拠点需要などが地
価の押し上げ要因となっている。変
動率が上位の市区は、中小を含めた
工場が集積する地域や、名古屋港
の沿岸地域のほか、マンションや店
舗への転換が進む地域も一部ランク
インしている。豊田市（3.0％）は、トヨ
タ自動車が市内に新たな車両組み
立て工場を建設する計画を公表し
たこともあり、上昇幅が拡大した。

2025年の名古屋圏は、不動産需
給や都心再開発の動きに一服感が
見られ、地価の上昇ペースが鈍化し
た。しかしながら、2026年は名古屋
市中心部の再開発が大きく進展する
ことなどから、地価上昇が再び強まる
可能性がある。
名古屋市の栄地区では、地下鉄
栄駅直結の新たな高層複合ビル
「ザ・ランドマーク名古屋栄」と、高層

オフィスビル「栄トリッドスクエア」が
2026年春から夏にかけて完成・開
業する。地下鉄久屋大通駅前のセン
トラルパークアネックス・桜錦ビル跡
地の再開発ビルも2026年中に完成
予定で、栄地区ではオフィスの大量
供給が見込まれる。ザ・ランドマーク
名古屋栄には商業施設、シネマコン
プレックス、米ヒルトン系高級ホテル
「コンラッド名古屋」も入り、街のにぎ
わい創出が期待されている。
一方、名駅地区では、2026年度か

ら本格化する予定であった名古屋
鉄道などによる大規模再開発計画
について、工期の見直しが発表され
た。複数のビルを高さ170ｍ級の2棟
の新ビルに建て替える計画であるが、
現ビルの解体や新ビルの着工・完成
時期がすべて未定となった。名鉄は
今後、米ハイアット系高級ホテル「ア
ンダーズ」の新ビルへの入居や、名鉄
名古屋駅の拡張を含む計画全体の
再検証と見直しを行うとしている。
ただ、リニア中央新幹線の工事は
進んでいることから、名古屋駅の西
側エリアなどでは、リニア開通を見越
したオフィスビルやマンション開発が
活発化している。名駅地区全体で見
れば、今後も土地利用の高度化の
動きが続くと見込まれる。
名古屋市以外でも岡崎市などで
駅前再開発が進んでおり、地価の押
し上げ要因となることが考えられる。
圏内の交通利便性のさらなる向上、
地域経済の成長を支える自動車産
業の動向なども地価に影響する要
素であり、今後が注目される。

おわりに4 ～２０２６年の
　名古屋圏の地価展望～

（2025. 12 .15）
ＯＫＢ総研　調査部　中村 紘子

出所：国土交通省「都道府県地価調査」よりOKB総研にて作成

市区町村別平均変動率ランキング図表11
（名古屋圏の工業地、2025年）

名古屋市熱田区
知立市
東海市
安城市
刈谷市
みよし市
小牧市
名古屋市港区
豊田市
岡崎市
瀬戸市

順 位
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10

平均変動率（％）市区町村名
6.1（10.0）
5.0（6.0）
4.4（5.4）
4.1（5.8）
3.9（5.3）
3.7（3.9）
3.5（7.8）
3.3（4.6）
3.0（1.5）
2.9（4.6）
2.9（2.8）
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“岐阜大好き”な秋元さんが
「やっぱ岐阜やて！」と言いたくなる理由
挑戦する若者と応援する大人がいる街のチカラ
OKB総研 委嘱コンサルタント

河合 達郎氏　（一般社団法人 山学 代表理事）
やまなび

――「岐阜大好き」「やっぱ岐阜や
て！」と推している秋元さんですが、岐
阜の魅力は何でしょうか？
秋元 「山紫水明で美しい自然、日本
の中央に位置して産業が豊か……、
というのがおそらくベタなところです
ね。もちろんそれはそうなのですが、
私にとっての岐阜の魅力は、挑戦す
る若者を本気で応援してくれるかっ
こいい大人がいっぱいいるということ
なんです。
岐阜を盛り上げようと、私がG-net

という団体を立ち上げたのは21歳の
ころです。東京・新宿で下宿をする

早稲田大学のいち学生でした。ただ
の若者、何者でもなかった私を、『い
いじゃん、頑張れよ』と言って、その当
時たくさんの方々が応援してくださっ
た。そういう大人たちの存在が、私に
とっての最大の岐阜の魅力です」
――どんな大人たちが秋元さんを応
援してくれたのですか？
秋元 「この活動は最初、半年の期
間限定のつもりで始めたんです。4～
5回だけ若者向けにトークライブを
やって、みんなのテンションが上がっ
たら『あとはよろしく！』って東京に戻ろ
うと思っていたんです。
ところが始めてみたら、『一緒にや
ろうぜ！』と言ってくれる仲間がたくさ
ん集まってくれた。2001年末に、JR

岐阜駅のアクティブGを貸し切って年
越しカウントダウンイベントをやろうと
いうことになったんです。
大学生の運営する団体ですから、

信用もありません。大学生のサーク
ルと変わりません。施設を借りるのも
大変でした。そんな中、個人的なつ
てで協力をお願いした岐阜市の幹
部の方が力を貸してくれました。何
かトラブルがあった時の連帯保証の
印鑑を押してくれ、イベント当日も日
付が変わるまで会場の後ろで見
守ってくれていました。午前0時を過
ぎたら、『何もトラブルがなくてよかっ
たわね』と言って、家へ帰っていかれ
たんですよ。
さらに、そんな活動をおもしろがっ

てくれる岐阜新聞の記者さんがいま
した。年末の記者コラムで、『21世紀
の最先端のような若者に会った』と。
名前までは書いていないんですが、
私のことですよね。『こういう若者の未
来を見てみたい』とも書いてくれ、年
明けの新年特集記事でも大きく取り
上げてくれました。
すると今度は、これを見たある銀
行関係者の方から、『おもしろそうだ
から会いたい』って電話がかかって
きたんです。こちらもよくわからないま
ま訪問してみると、銀行の支店長さ
んだけでなく、県内の有力企業の幹
部の方々まで紹介していただきまし
た。活動を始めた経緯をプレゼンす
ると、集まった大人たちが『何かよく
わかんないけど、応援してやろう』と
いうような感じになりました。
これが活動を始めて最初の半年間
です。半年でやめる気だったんですが、
こんなに応援してくれる人たちがいた
ら、もうやめられないじゃないですか。
冷静に考えたら大ごとですよね。

『よかったわね』なんて軽く言ってい
た岐阜市の幹部の方から始まり、団
体の活動を書いてくれた記者さん、
その記事を見て連絡をくれた銀行関

係者の方、きっとよくわからないままに
応援しようと言ってくれた企業の方々
…。みなさん大恩人です。
こんなにありがたいことはありませ
ん。時代に合わない表現ですが、『こ
んなに応援してもらいながらやめたら
男が廃る』と思いました」

――そもそも、岐阜での活動を始めよ
うとしたきっかけは？
秋元 「2000年だったかな。夏休みに
帰ってきたら、近鉄百貨店がなくなっ
ていたんですね。私は岐阜市立明徳
小学校（現・明郷小）の出身なので、
柳ヶ瀬商店街は地元です。子どものこ
ろは、柳ヶ瀬で鬼ごっこをしていました。
柳ヶ瀬から近鉄百貨店がなくなっ

ていて、ショックでしたね。商店街に
はアーケードがあって、ビルが建って
いるから、商店街の中からは空って
見えないじゃないですか。子どものこ
ろは見えなかった空が見えるという、
その光景がショックでした。
近所の知り合いの商店主の方々に
聞いてまわったんです。『何でなくなっ
ちゃったんですか？』って。聞こえてき

たのは『アーケードが古いのがいか
ん』『駐車場がないで…』『役所は何も
しとらん』という声でした。当時それを
聞いて、腹が立ってきたんです。『この
人たち、なんで自分の町の話なのに、
人のせいにばかりしとんやろうな』と。
東京で知り合った岐阜出身の先輩

に、平野彰秀さん（郡上市・石徹白で
地域づくりに従事）がいました。平野
さんに『みんな文句ばっかり。だからダ
メなんですよ』って話をしたんです。し
かし、平野さんとの対話で気づいた
んです。『文句ばっかり言っている人
たちの文句しか言ってない私もまた
一緒だ』と。
ふと思い出したのが、当時慶応大
学の助教授で、大変お世話になって
いた鈴木寛さんの言葉でした。『うだ
うだ言って何もしない人たちよりも、う
だうだ言われながらも、何かしている
人たちの方がずっとずっと偉い』。こ
れは今でも私の座右の銘です。
私も何もしない人たちの一人なん

だと気づいたんですね。ただし、当時
の私は地元に帰らず東京で仕事を
するつもりでした。それで、鈴木助教
授に相談に行きました。『何もしない
一人だと気づいたけど、地元のため
に何か始めたらやめられない気がし
ます。どう思いますか？』。そう尋ねたら、
鈴木さんの答えは『半年の期間限定
でいいんじゃないか』というものでした。
『続けたくなったら続けたらいい。半
年でやめると言って始めれば、半年
でやめても全然問題ないだろう』と。
その答えに納得して、『期間限定

でやろう』と動き出しました。それが20
年以上たった今でも続いているとは
思ってもいませんでしたが」

――活動は順調だったのですか？
秋元 「G-netを始めて6～7年目の時、
経営危機を迎えたことがありました。
最初はイベントやフリーペーパーの
発行をメインにしていましたが、『もっ
と地域をよくするためには』という問
題意識から、地域の仕事にフォーカ
スする事業へとシフトしていった時期
です。長期実践型インターンシップや、
中小企業経営者の右腕になるような
人材育成や採用支援ということに挑
戦し始めたんです。
その結果、既存事業も新規事業も、

どちらも中途半端になってしまいまし
た。もう大赤字です。金融機関はお
金を貸してくれない、資金繰りもでき
ない。26歳でそんな状況に陥りました。
自分の給料を会社に貸し付けて
資金繰りしたり、消費者金融をまわっ
たりもしました。親に頭を下げ、500万
円借りて当座の資金を手当てしまし
たが、数か月もしたら終わり。『これは
もうダメだな』とあきらめようと思った
んです。とりあえず、お世話になって
いる経営者の人たちにお金を借りて
清算しようと思いました。数人から何
とか300万円ずつ借りて、あとは自分
が10年働いて返せばいいと。
お願いに行った1件目で、こう言わ

れたんです。『なんでもっと早く言わな
いんだ。そもそもさ、貸してくれなんて
水臭いこと言うな。100万くらいなら寄
付するから頑張ろうぜ』って。
またある人には、300万円をお願い

したら『本当はいくらいるんだ？』って
聞かれました。『できれば500万円も

あれば……』と正直に窮状を伝えま
した。2週間後に呼ばれて社長室に
行ったら、何だか焼き芋でも入ってい
そうな茶色い袋が置いてあって、中
を見たら500万円が入っていたんで
す。『お前のことを信じて貸す。借用
書なんかいらない。返せるようになっ
たら返してくれたらいい』とまで言って
くれました。
こうした応援のおかげで、その後
事業を立て直すことができました。本
当に節目節目で後押ししてくれる大
人たちがいたからこそ、今の自分が
あると思っています」

――挑戦を後押ししてくれる大人の
存在という魅力は、挑戦してみないと
感じにくいかもしれません。岐阜を離
れていく若年層には、こうした魅力が
伝わり切っていないのでしょうか？
秋元 「挑戦する若者に目をかけ応
援する大人たちは間違いなくいます。
そして、挑戦する若者もいます。課題
なのは、そうした大人も若者の挑戦も、
十分に『見える化』されていないとい
うことではないでしょうか。
実は、私は現状を非常にポジティブ

にとらえています。昨
今の岐阜県では20～
40代の挑戦が目立つ
ようになってきています。
郡上の地域づくりや自
然体験活動だって、飛
騨古川の観光だって、
瑞浪の醸造所だって、
どんどん挑戦する若い
人たちが生まれてきて
いる。30代が主導する、

みんなで大学を作ろうという動きは、
2026年春にCoIU（コー・イノベーショ
ン大学、岐阜県飛騨市）という形で結
実します。政治の分野でも、当時全国
最年少の20代市長が生まれた県で
す。若いリーダーがどんどん出ている。
『岐阜は保守的だ』って言われま
すけど、決して保守的ではありませ
ん。保守的っていう言葉を、岐阜から
若者たちが流出している現状の言
い訳でしか使っていないんです。今、
挑戦というステージに若者たちが集
まりつつあります。だから岐阜が選ば
れる街になるキーワードの一つは『見
える化』だと思います」
――どうすればそれがより「見える
化」されますか？
秋元 「若手の挑戦にフォーカスしてメ
ディアやウェブで積極的に発信してい
くのはもちろんあるでしょうし、実は私、
ずっとやりたいと思っていることがあっ
て。それは『若者応援助成金』です。
例えば、共感する人を10人募って

10万円ずつ出し合うと100万円ができ
ます。毎年100万円を集めて、地元で
新しいことに挑戦したいっていう若者
たちに助成する仕組みです。3人で30
万円集めたとしても、もう立派な助成

大学生の活動を
本気で後押しした大人たち

金になるでしょう。別に、財団や大きな
組織でなければ、助成金はできないと
いうものでもありません。お金に加えて、
賛同者それぞれの得意分野で挑戦
をサポートすることだってできます。
こうした形でバックアップすること
で、若者の挑戦が注目され、『見える
化』される機会ができます。また、バッ
クアップする大人の存在も『見える
化』されます」
――ただ魅力に感じないだけでなく、
「住みたくない」とまで若年層がネガ
ティブにとらえてしまっている、その要
因をどう感じますか？
秋元 「保守的で旧来の価値観の押
し付けがいまだにあるからだと思いま
す。それを嫌う女性を中心に、若者
が岐阜を離れているのです。選ばれ
る街になるキーワードをもう一つ挙げ
るならば、『見える化』に加えて、『ダイ
バーシティ』だと思っています。これは、
岐阜県人口問題研究会も提起して
いる課題です。
リチャード・フロリダというトロント大
学の学者が、もう20年ほど前にクリエ

イティブ・クラスの研究をしました。クリ
エイティブ・クラスとは、起業家やアー
ティスト、商売を始める人など新しい
ものを生み出す人のことです。そうし
た人たちがどこに住むかということを、
リチャードは研究したのです。
大雑把に言えば、そこはアメリカな

ら東海岸ではなくて西海岸でした。
起業家やスタートアップがいっぱい
生まれている地域です。研究によると、
多様性や社会的な寛容性の高さが
ポイントだというのです。
彼は寛容性をボヘミアン指数という、

人口に占める作家やデザイナーなど
芸術に関わる人の割合を示す指数
で説明しました。例えばそれは、
LGBTQや美術館、発表を表現する
ような場所の多さだと。つまり多様で、
人と違うこと、ちょっと新しいビジネスを
生み出そうということへの許容度です。
地域としてこの寛容性を持てるか

が重要です。岐阜が今、多くの若年
層に選ばれていないのだとするなら
ば、現状ではここが欠けていると受
け止めるべきでしょう。

若者の転出超過が続く岐阜県。4割を超える若年女性が岐阜に「住みたくない」と答えたというさみしい
結果が明らかになったアンケート（岐阜県人口問題研究会、調査期間2024年7～9月）もあり、本レポートで
はこれまで、現役大学生との座談会を開いて、岐阜という地域の魅力について考えてきた（詳細は「OKB 
REPORT Vol.198」）。そんな中で、「やっぱ岐阜やて！」と力強く岐阜愛を叫ぶ人に出会った。岐阜市出身
で、武蔵野大学で起業家の育成を目的としたアントレプレナーシップ学部の教授をしている秋元祥治さん
だ。大学在学中から岐阜を盛り上げる活動を始め、20年超にわたって地域づくりや中小企業支援に携
わってきた。「岐阜大好き」を公言する秋元さんに、岐阜の魅力と今後の可能性について語ってもらった。

挑戦を応援する大人たちの存在。
挑戦しようとしている人たちにスポット
ライトを当て、『見える化』すること。そ
して、多様性を受け入れ、寛容であり
続ける、すなわち失敗を許容すると
いうこと。こうした3点が、岐阜がこれ
からより多くの若い人たちに選ばれる
街になるために大事ではないかと思
います」

――現在、秋元さんは岐阜でどのよ
うな活動をされていますか？
秋元 「岐阜市をよりよくすることを目
的に、2025年4月、G-netにおいて
『岐阜市活性化研究所』を設立し、
所長に就きました。毎月1回、地域課
題に精通した専門家・リーダーを招き、
市民のみなさんと一緒に勉強する場
を設けています。初回の4月には、岐
阜市の柴橋正直市長をゲストに招き、
市の現状と課題を議論しました。
また、美濃加茂市の藤井浩人市
長らと立ち上げた『岐阜塾』も動いて

います。県内の20～30代を対象にし
た、政治・ビジネス・NPOなどさまざ
まな分野におけるリーダー養成塾で
す。2023年にスタートし、次回来春の
第4クールに向けて準備中です。
私自身が取り組む若い世代への

応援であり、背中を押す大人の『見え
る化』であり、岐阜への恩返しでもあ
ります。肩書こそ『武蔵野大学教授』
と言われますが、私自身の認識ではも
う岐阜の人です。
私以外にも、西濃地域に拠点を置

く民間企業や行政などが中心となっ
た『ミナモ会』という組織が、12月に
『ギフコンバレー2025』というピッチイ
ベントの開催を計画しています。ここ
にも、若い人たちを後押ししようという
空気が見られますよね。
このイベントは岐阜で挑戦する意
欲のあるスタートアップ企業が岐阜を
活かしたビジネスモデルやアイデアを
プレゼンします。最優秀のグランプリに
は賞金500万円、しかもイベント後、岐
阜県内に登記して本当に事業を始め
るのなら2倍の1,000万円になるという、
非常に大きな魅力あるコンテストです。
このコンテスト、さらに素晴らしいの
がプレゼンの審査員です。秋元です
か？　いえ、違います。岐阜の高校
生・大学生たちが最終の審査員を
務めるのです。これは新しいし、おも
しろい。
私を含め30～40代のみなさんは、

一人ひとりがプレーヤーであると同時
に、次世代を応援する大人側にもなり
つつあるわけです。いつの間にか私
は、大学生で活動を始めた時に応援
してもらったあの大人たちと同じ年に
なってしまいました。

つい私たちは、何事においても、大
きな企業じゃなきゃできない、行政じゃ
なきゃできないって依存してしまいが
ちです。ですが、自分たちでできること
はいっぱいある。若い人たちに、挑戦
を後押しする大人たちの存在を見せ
ていくということは大事だなと思うし、
私自身も挑戦していきたいと思ってい
ます」

岐阜推しの秋元さんが感じる魅力
は、「若者の挑戦を本気で後押しする
かっこいい大人たち」。この一言を聞
いて、冒頭で触れた大学生たちとの
座談会を思い出した。まさに一人の学
生が、岐阜をあきらめない、どうすれ
ば魅力をもっとアピールできるかを真
剣に考える大人たちに出会ったことを、
岐阜の魅力に挙げていたからだ。
秋元さんやこの大学生の声を、私

は「前向きな空気感」ととらえた。そう
した雰囲気があれば、挑戦しやすい。
逆に「どうせうまくいかない」というよう
な雰囲気なら、ブレーキがかかる。私
自身も中山間地域という小さなコミュ
ニティで活動しながら、明るく押し上
げてくれる地域の方々のありがたみを
ひしひしと感じる。
地域の雰囲気を作っているのは、

まぎれもなく、ここに住む私たち一人
ひとりであるということを忘れてはなら
ない。秋元さんは「やっぱ岐阜やて！」
のTシャツをまとい、文字通り体を張っ
て前向きな雰囲気を醸成しようとして
いる。その空気感が若者を引き寄せ、
挑戦が次の挑戦を呼ぶ、そんなプラ
スのサイクルを生んでいくのではない
だろうか。

1979年、岐阜市出身。早稲田大学政治経済学部に在学中
の2001年、起業家人材育成と地方創生をテーマにG-netを
創業。2013年、「売上アップ」に焦点を当てた岡崎市の公
的産業支援機関「オカビズ」のセンター長に就任し、開設か
ら12年で累計約2万9千件・4,400社の経営相談を行う。
2023年5月より、岐阜新聞の公式YouTubeチャンネルで、
岐阜の魅力を考える番組「やっぱ岐阜やて！」シリーズを配信中。
著書に「自分だからできる仕事のつくり方」（2025年、ダイヤ
モンド社）ほか。

秋元 祥治 氏
武蔵野大学アントレプレナーシップ学部教授
株式会社やろまい 代表取締役　
NPO法人G-net理事（創業者）
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